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(57)【要約】
【課題】エアギャップの偏心状態（偏心量及び方向）を
精度よく測定することができるとともに、得られた偏心
計測結果より、エアギャップの良否判定を確実に行い、
更にエアギャップ偏心状態のデータを基にエアギャップ
を調整することができる単相誘導電動機のエアギャップ
偏心検査装置及びエアギャップ偏心検査方法並びにエア
ギャップ調整方法を提供する。
【解決手段】単相誘導電動機に通電した際の電流を計測
することでロータの回転数を計算し、計算したロータの
回転数と通電時に計測した振動波形と電流波形から電動
機のエアギャップ偏心状態を精度よく推定し、推定した
エアギャップ偏心状態の情報に基づいてエアギャップ偏
心状態を調整するようにした。
【選択図】図９
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　主軸と共に回転するロータと、主巻線と補助巻線とを備え上記ロータとの間でエアギャ
ップを有するように配置されたステータとからなる単相誘導電動機において、
上記電動機に交流電圧を印加する手段と、
上記電動機に流れる電流の電流波形を計測する電流計測手段と、
上記電動機に上記交流電圧を印加した際に、上記ロータに発生する不平衡磁気吸引力が最
大となる方向の単相誘導電動機の振動波形を計測する振動計測手段と、
上記電流計測手段によって計測された結果から上記ロータの回転数を計算し、上記計算し
たロータの回転数と上記計測した電流波形と振動波形から上記エアギャップの偏心状態を
推定し、上記推定したエアギャップの偏心状態に基づいて上記エアギャップの良否を判定
する判定手段と、
を設けたことを特徴とする単相誘導電動機のエアギャップ偏心検査装置。
【請求項２】
　上記主巻線及び補助巻線に交流電圧を印加した際に、上記主巻線及び補助巻線のうち一
方の巻線によりエアギャップに誘起される磁束が他方の巻線によりエアギャップに誘起さ
れる磁束より大きい状態で、上記ロータを回転通電させる駆動回路と、上記主巻線と補助
巻線のどちらか一方にのみ通電する駆動回路とを設けたことを特徴とする請求項１に記載
の単相誘導電動機のエアギャップ偏心検査装置。
【請求項３】
　上記交流電源の電圧を変更するための電圧調整機構を備え、印加する交流電圧の周波数
の２／３以下の回転周期によって上記ロータを回転させる駆動回路を設けたことを特徴と
する請求項１あるいは請求項２に記載の単相誘導電動機のエアギャップ偏心検査装置。
【請求項４】
　上記主巻線及び補助巻線の両方の巻線に通電する回転通電と、上記主巻線又は補助巻線
のどちらか一方の巻線のみに通電するロック通電とを切り替えることができる手段を備え
、上記回転通電の電流値とロック通電時の電流値の差から上記ロータの回転数を計算する
ことを特徴とする請求項１から請求項３のいずれか１項に記載の単相誘導電動機のエアギ
ャップ偏心検査装置。
【請求項５】
　上記交流電圧の周波数を変更するための周波数変換機構を備えたことを特徴とする請求
項１から請求項４のいずれか１項に記載の単相誘導電動機のエアギャップ偏心検査装置。
【請求項６】
　主軸と共に回転するロータと、主巻線と補助巻線とを備えロータとの間でエアギャップ
を有するように配置されたステータとからなる単相誘導電動機であって、
　主巻線または補助巻線のどちらか一方の巻線に交流電圧を印加して巻線に流れる電流波
形を計測するステップと、
　回路を切り替えて主巻線及び補助巻線の両方の巻線に交流電圧を印加して巻線に流れる
電流波形を計測するとともに、ロータに発生する不平衡磁気吸引力が最大となる方向の電
動機の振動の振動波形を計測するステップと、
　計測した電流波形からロータの回転数を計算するステップと、
　計算したロータの回転数と計測した電流波形と振動波形とからエアギャップの偏心量と
偏心方向を計算するステップと、
　計算したエアギャップの偏心量及び偏心方向に基づいてエアギャップの良否を判定する
ステップと、
　を有することを特徴とする単相誘導電動機のエアギャップ偏心検査方法。　
【請求項７】
　主軸と共に回転するロータと、主巻線と補助巻線とを備え上記ロータとの間でエアギャ
ップを有するように配置されたステータとからなる単相誘導電動機であって、
　主巻線及び補助巻線の両方の巻線に交流電圧を印加し、巻線に流れる電流波形を計測し
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、
回路を切り替えて、主巻線または補助巻線のどちらか一方の巻線に交流電圧を印加し、巻
線に流れる電流波形を計測するとともに、上記ロータに発生する不平衡磁気吸引力が最大
となる方向の単相誘導電動機の振動の振動波形を計測し、
上記計測した電流波形からロータの回転数を計算し、
上記計測した電流波形と振動波形と上記計算したロータの回転数から上記エアギャップの
偏心量と偏心方向とを計算し、
上記計算したエアギャップの偏心量及び偏心方向に基づいて上記エアギャップの良否を判
定し、
この判定結果に基づいて上記ステータが固定されたシェルを変形させることにより上記単
相誘導電動機のエアギャップを調整することを特徴とする単相誘導電動機のエアギャップ
調整方法。
【請求項８】
　上記請求項６の方法でエアギャップ偏心状態を検査し、あるいは請求項７の方法でエア
ギャップ偏心状態を調整することにより製造されることを特徴とする単相誘導電動機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、ロータ回転中のエアギャップ偏心量及び偏心方向を測定することにより、
正確にエアギャップの良否判定を行うことができる単相誘導電動機のエアギャップ偏心検
査装置、エアギャップ偏心検査方法及びエアギャップ偏心調整方法、並びにこれらを用い
て製造される単相誘導電動機に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、単相誘導電動機のエアギャップ偏心状態を計測するものとして、単相誘導電動機
に通電し、ロータが回転している状態において発生する振動を計測し、これにより単相誘
導電動機のエアギャップの偏心状態を推定するものが提案されている。
【０００３】
　例えば、主巻線または補助巻線に流れる交流電流を調整し、その交流電流の周期より小
さい回転周期にてロータが回転することのできる駆動回路を構成し、エアギャップに誘起
される磁束が一方に比べて大なる巻線の巻線方向と垂直方向に振動検出センサを装着し、
回転駆動中に得られた振動の振動波形の振幅あるいは形状を計測することにより、ロータ
の位相により変化する上記エアギャップの偏心状態を計算するものがある。（例えば、特
許文献１を参照）
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－３７３２３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　このような従来のエアギャップ偏心状態の計測方法においては、ロータの回転速度を調
べる機能を持たないため、異なる機種について条件パラメータを設定する際に電動機へ通
電する電圧と回転数の関係を逐一、光センサなどを用いて調べる必要があり、手数を要す
るという問題があった。さらには、同じ機種でも電動機ごとにロータの回転数にばらつき
が生じるが、回転数のばらつきを認知することができないため、回転数のばらつきに起因
する振動のばらつきによってエアギャップ偏心量の推定精度が低下するという問題があっ
た。
【０００６】
　この発明は、上記のような問題点を解決するためになされたものであり、エアギャップ
の偏心状態（偏心量及び方向）を精度よく測定することができるとともに、得られた偏心
計測結果より、エアギャップの良否判定を確実に行い、更にエアギャップ偏心状態のデー
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タを基にエアギャップを調整することができる単相誘導電動機のエアギャップ偏心検査装
置及びエアギャップ偏心検査方法並びにエアギャップ調整方法を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するために、本発明に係る単相誘導電動機のエアギャップ偏心検査装置
は、主軸と共に回転するロータと、主巻線と補助巻線とを備え上記ロータとの間でエアギ
ャップを有するように配置されたステータとからなる単相誘導電動機において、上記電動
機に交流電圧を印加する手段と、上記電動機に流れる電流の電流波形を計測する電流計測
手段と、上記電動機に上記交流電圧を印加した際に、上記ロータに発生する不平衡磁気吸
引力が最大となる方向の単相誘導電動機の振動波形を計測する振動計測手段と、上記電流
計測手段によって計測された結果から上記ロータの回転数を計算し、上記計算したロータ
の回転数と上記計測した電流波形と振動波形から上記エアギャップの偏心状態を推定し、
上記推定したエアギャップの偏心状態に基づいて上記エアギャップの良否を判定する判定
手段とを設けたことを特徴とする。
【０００８】
　また本発明に係る単相誘導電動機のエアギャップ偏心検査方法は、主軸と共に回転する
ロータと、主巻線と補助巻線とを備えロータとの間でエアギャップを有するように配置さ
れたステータとからなる単相誘導電動機であって、主巻線または補助巻線のどちらか一方
の巻線に交流電圧を印加して巻線に流れる電流波形を計測する工程と、回路を切り替えて
主巻線及び補助巻線の両方の巻線に交流電圧を印加して巻線に流れる電流波形を計測する
とともに、ロータに発生する不平衡磁気吸引力が最大となる方向の電動機の振動の振動波
形を計測する工程と、計測した電流波形からロータの回転数を計算する工程と、計算した
ロータの回転数と計測した電流波形と振動波形とからエアギャップの偏心量と偏心方向を
計算する工程と、計算したエアギャップの偏心量及び偏心方向に基づいてエアギャップの
良否を判定する工程とを有することを特徴とする。
【０００９】
　更に、本発明に係る単相誘導電動機のエアギャップ偏心調整方法は、主軸と共に回転す
るロータと、主巻線と補助巻線とを備えロータとの間でエアギャップを有するように配置
されたステータとからなる単相誘導電動機であって、主巻線または補助巻線のどちらか一
方の巻線に交流電圧を印加して巻線に流れる電流波形を計測する工程と、回路を切り替え
て主巻線及び補助巻線の両方の巻線に交流電圧を印加して巻線に流れる電流波形を計測す
るとともに、ロータに発生する不平衡磁気吸引力が最大となる方向の電動機の振動の振動
波形を計測する工程と、計測した電流波形からロータの回転数を計算する工程と、計算し
たロータの回転数と計測した電流波形と振動波形とからエアギャップの偏心量と偏心方向
を計算する工程と、計算したエアギャップの偏心量及び偏心方向に基づいてエアギャップ
の良否を判定する工程と、この判定結果に基づいてステータが固定されたシェルを変形さ
せることによりエアギャップを調整する工程とを有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　この発明によれば、電動機の巻線に流れる電流波形からロータの回転数を計算し、計算
したロータの回転数と計測した電流波形と振動波形からエアギャップの偏心状態を計算す
ることにより、様々な機種の電動機であっても共通パラメータを用いて計測条件を簡易に
設定できる。さらには、振動計測時のロータの回転数のばらつきによる影響を低減するこ
とにより、精度よくエアギャップの偏心状態を推定することができるという効果がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
実施の形態１．
　本発明に基づく単相誘導電動機のエアギャップ偏心検査装置、及びエアギャップ偏心検
査方法について図を参照して詳細に説明する。



(5) JP 2010-4644 A 2010.1.7

10

20

30

40

50

　図１に本発明を適用する単相誘導電動機の製品例として単相誘導電動機を内在する冷凍
・空調機用のロータリ圧縮機100の縦方向断面図を示す。図２は図１の矢視Aから見た横方
向断面図である。
【００１２】
　単相誘導電動機は主にロータ102とステータ103から構成される。ロータ102とステータ1
03の間の円筒状の空間は、エアギャップ101として示される。ステータ103は圧力容器であ
るシェル104に焼嵌め固定されている。ロータ102は主軸105と焼嵌めにより一体に固定さ
れている。主軸105はフレーム106、シリンダヘッド107内に内在するすべり軸受（図示さ
れていない）において支持されている。フレーム106、シリンダヘッド107はシリンダ108
にボルト（図示されていない）にて固定されており、シリンダ108はシェル104に3つの溶
接点109（図1にて１点のみ図示している）にて溶接固定されている。
【００１３】
　ステータ103の巻線は主巻線110と補助巻線111と呼ばれる2種類の巻線から構成されてい
る。ステータ103は圧縮機外部の交流電源（図示されていない）から、シェル104に溶接固
定された端子112を通して電力を供給される。シェル104には圧縮前の気体の吸入口である
マフラ114及び圧縮した気体を外部へ排出する吐出パイプ113がろう付けにより固定されて
おり、圧縮前の気体はマフラ114より吸入され、シリンダ108内にて圧縮され、フレーム10
6からシェル104内に吐出された後、吐出パイプ113を通ってロータリ圧縮機100の外に吐出
される。
【００１４】
　図３は単相誘導電動機を内在する冷凍・空調機用圧縮機を被計測体としたエアギャップ
偏心検査装置の概略図である。図４は、図３の矢視Bから見た横方向断面図である。
　接続端子120をロータリ圧縮機100の端子112に接続することで、ロータリ圧縮機100内の
単相誘導電動機に外部電源（図示しない）から交流電圧を印加することができる。主巻線
110に通電する導線に電流計121aが取り付けられており、補助巻線111に通電する導線に電
流計121bが取り付けられている。
【００１５】
　電動機に通電する回路はスイッチ（図示しない）により自動で切り替え可能である。図
５乃至図８は通電回路の例を示している。図５は主巻線110と補助巻線111の両方に通電す
る（以下では回転通電と称す）回路図であり、回路内には主巻線スイッチ144と補助巻線
スイッチ145とを備える。主巻線スイッチ144が接点B143側に接地され、補助巻線スイッチ
145が接点C146側に接地されることで補助巻線111に補助巻線抵抗器148と補助巻線コンデ
ンサ149を接続することにより、主巻線110によって誘起される磁束が補助巻線111によっ
て誘起される磁束より大きくなり、ロータ102は回転する（以下ではこのような回転を正
回転と称し、正回転となる通電状態を正回転通電と称す）。
【００１６】
　また図６は図５と同様の回路図であり、主巻線スイッチ144が接点A142側に接地され、
補助巻線スイッチ145が接点D147側に接地されることで主巻線110に主巻線抵抗器141と主
巻線コンデンサ140を接続することにより、補助巻線111によって誘起される磁束が主巻線
110によって誘起される磁束よりも大きくなり、ロータ102は正回転と逆方向に回転する（
以下ではこのような回転を逆回転と称し、逆回転となる通電状態を逆回転通電と称す）。
【００１７】
　図７は主巻線と補助巻線のどちらか一方に通電する（以下ではロック通電と称す）回路
図であり、回路内には主巻線通電スイッチ151と補助巻線通電スイッチ152とを備える。主
巻線通電スイッチ151が接地され、補助巻線通電スイッチ152が接地されない場合、主巻線
110にのみ交流電圧が印加され、ロータ102はロック状態で不平衡磁気吸引力が働く（以下
ではこのような通電状態を主ロック通電と称す）。
【００１８】
　また図８は図７と同様の回路図であり、主巻線スイッチ151が接地されず、補助巻線ス
イッチ152が接地されることで、補助巻線111にのみ交流電圧が印加され、ロータ102はロ
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ック状態で不平衡磁気吸引力が働く（以下ではこのような通電状態を補助ロック通電と称
す）。上記電流計121aと121bは正回転通電、逆回転通電、主ロック通電、補助ロック通電
の4種類の通電状態について、それぞれ主巻線と補助巻線に流れる電流の電流波形を計測
する。
【００１９】
　電動機に通電した際に発生する振動を加速度ピックアップ122で計測する。加速度ピッ
クアップ122は２つあり、図４のように加速度ピックアップ122aにより主巻線110により誘
起される磁束と垂直方向（以下、補助巻線方向と称す）に生ずる振動を計測し、また122b
により補助巻線により誘起される磁束と垂直方向（以下、主巻線方向と記す）に生ずる振
動を計測する。加速度ピックアップ122は、加速度ピックアップシリンダ123（図３参照）
により、ロータリ圧縮機100の半径方向に移動可能であり、振動計測時にはピックアップ
除振材124を介してロータリ圧縮機100に押し付けられ、通電した際に生じる振動を測定す
る。
【００２０】
　加速度ピックアップ122をロータリ圧縮機100に押し付けたときにロータリ圧縮機100が
横転しないように、クランプ爪125によってロータリ圧縮機100を固定する。クランプ爪12
5はクランプ除振材126を介してクランプシリンダ127の推力により、ロータリ圧縮機100を
横方向から把持することができる。ロータリ圧縮機100はワーク除振材128の上に配置され
ている。計測ユニットベース板129の下には防振材130が配置されており、計測部に外部か
らの振動が伝播することを防止している。
【００２１】
　計測した振動の電気信号はアンプ131によって増幅される。計測された電流の電気信号
と増幅された振動の信号はA/Dボード（図示しない）によってコンピュータ132内に記録さ
れる。コンピュータ132は回転通電時の電流値とロック通電時の電流値の差からロータの
回転数を計算するとともに、記録した電流波形と振動波形と計算したロータの回転数に基
づきエアギャップ偏心方向とエアギャップ偏心量を計算し、計算された結果はコンピュー
タの表示器133によって表示される。電圧調整器134によって主巻線110と補助巻線111に通
電する交流電圧を調整することができる。また抵抗器135、及びコンデンサ136によって電
動機に流れる交流電流の大きさを調整する。上記の電気機器類は架台137によって固定さ
れる。
【００２２】
　次に、エアギャップ偏心状態の検査方法を図９のフローチャートを用いて説明する。本
フローチャートのステップは1～33であり、以後ステップをSTと表記する。
ST1：ロータリ圧縮機100をワーク除振材128の上に設置する。
ST2：クランプ爪125をクランプシリンダ127によって前進させ、ロータリ圧縮機100を固定
する。
ST3：接続端子120を端子112に接続する。
ST4：加速度ピックアップ122を加速度ピックアップシリンダ123によって前進させ、ロー
タリ圧縮機100に押し付ける。
【００２３】
ST5：正回転通電状態となるように回路を切り替える。具体的には下記ST5-1～ST5-3によ
る。
ST5-1：図５に示す単相誘導電動機の駆動回路において、主巻線スイッチ144の接続先を接
点B143側とする。
ST5-2：図５に示す単相誘導電動機の駆動回路において、補助巻線スイッチ145の接続先を
接点C146側とし、補助巻線111に直列に補助巻線抵抗器148と補助巻線コンデンサ149を接
続する。これにより主巻線110に流れる電流を大、補助巻線111に流れる電流を小となるよ
うに個々の巻線に流れる電流を調整し、通電時に生じる主巻線110により誘起されるエア
ギャップの磁束の大きさを補助巻線111により誘起される磁束の大きさより大きくする。
ST5-3：交流電源の電圧を電圧調整器134により特定の電圧に調整する。
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【００２４】
ST6：ワークに交流電圧を印加し、主巻線110に流れる電流と補助巻線方向の振動の計測を
開始する。
ST7：主巻線110に流れる電流波形を電流計121aにより計測する。また補助巻線方向の振動
波形を加速度ピックアップ122aにより計測する。
ST8：所定の計測時間が経過したら計測を終了し、同時に通電も終了する。
ST9：計測した電流波形をA/Dボード（図示しない）を通じてコンピュータ132に取り込み
、記録する。また計測した振動波形をアンプ131によって増幅し、A/Dボード（図示しない
）を通じてコンピュータ132に取り込み、記録する。
【００２５】
ST10：主ロック通電状態となるように回路を切り替える。図７に示す単相誘導電動機の駆
動回路において、主巻線通電スイッチ151を接地し、補助巻線152を接地しない状態とする
。
ST11：ワークに交流電圧を印加し、主巻線110に流れる電流の電流波形を電流計121aによ
り計測を開始する。
ST12：主巻線110に流れる電流の電流波形を電流計121aにより計測する。
ST13：所定の計測時間が経過したら計測を終了し、同時に通電を終了する。
ST14：計測した電流波形をA/Dボード（図示しない）を通じてコンピュータ132に取り込み
、記録する。
【００２６】
ST15：正回転通電時に計測した電流波形と主ロック通電時に計測した電流波形から、それ
ぞれの実効値をコンピュータ１３２により計算する。また、後述する方法により電流の実
効値の差からロータの回転数を計算する。
ST16：正回転通電時に計測した電流波形と補助巻線方向の振動波形と上記計算したロータ
の回転数より、補助巻線方向のエアギャップの偏心方向と偏心量をコンピュータ132によ
り計算する。
【００２７】
　以上は主巻線磁束が大となる設定の検査フローであり、以下に補助巻線磁束が大となる
設定の検査フローを示す。
ST17：逆回転通電状態となるように回路を切り替える。具体的には下記ST17-1～ST17-3に
よる。
ST17-1：図６に示す単相誘導電動機の駆動回路において、主巻線スイッチ144の接続先を
接点A142側とし、主巻線110に直列に主巻線抵抗器141と主巻線コンデンサ140を接続する
。
ST17-2：図６に示す単相誘導電動機の駆動回路において、補助巻線スイッチ145の接続先
を接点D147側とする。これにより主巻線110に流れる電流を小、補助巻線111に流れる電流
を大となるように個々の巻線に流れる電流を調整し、通電時に生じる補助巻線111により
誘起される磁束の大きさを主巻線110により誘起される磁束の大きさより大きくする。
ST17-3：交流電源の電圧を電圧調整器134により特定の電圧に調整する。
【００２８】
ST18：ワークに交流電圧を印加し、補助巻線111に流れる電流と主巻線方向の振動の計測
を開始する。
ST19：補助巻線111に流れる電流波形を電流計121bにより計測する。また主巻線方向の振
動波形を加速度ピックアップ122bにより計測する。
ST20：所定の計測時間が経過したら計測を終了し、同時に通電も終了する。
ST21：計測した電流波形をA/Dボード（図示しない）を通じてコンピュータ132に取り込み
、記録する。また計測した振動波形をアンプ131によって増幅し、A/Dボード（図示しない
）を通じてコンピュータ132に取り込み、記録する。
【００２９】
ST22：補助ロック通電状態となるように回路を切り替える。図８に示す単相誘導電動機の
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駆動回路において、主巻線通電スイッチ151を接地せず、補助巻線152を接地する状態とす
る。
ST23：ワークに交流電圧を印加し、補助巻線111に流れる電流の電流波形を電流計121ｂに
より開始する。
ST24：補助巻線111に流れる電流の電流波形を電流計121bにより計測を計測する。
ST25：所定の計測時間が経過したら計測を終了し、同時に通電を終了する。
ST26：計測した電流波形をA/Dボード（図示しない）を通じてコンピュータ132に取り込み
、記録する。
【００３０】
ST27：逆回転通電時に計測した電流波形と補助ロック通電時に計測した電流波形から、そ
れぞれの実効値をコンピュータ１３２により計算する。また、後述する方法により電流の
実効値の差からロータの回転数を計算する。
ST28：逆回転通電時に計測した電流波形と補助巻線方向の振動波形と上記計算したロータ
の回転数より、主巻線方向のエアギャップの偏心方向と偏心量をコンピュータ132により
計算する。
ST29：ST16の結果から推定した補助巻線方向のエアギャップ偏心状態と、ST28の結果から
推定した主巻線方向のエアギャップ偏心状態から、エアギャップ101の良否の判定を行い
、その結果をコンピュータの表示器133に表示する。
ST30：加速度ピックアップ122を加速度ピックアップシリンダ123によって後退させる。
ST31：接続端子120を端子112から取外す。
ST32：クランプ爪120をクランプシリンダ127によって後退させる。
ST33：ロータリ圧縮機100をワーク徐振材128の上から取り除く。
【００３１】
　ここで、図９のフローチャートのST5-2において接続される補助巻線抵抗器148の大きさ
及び補助巻線コンデンサ149の容量、ST5-3において調整される電圧の大きさ、ST17-1にお
いて接続される主巻線抵抗器141の大きさ及び主巻線コンデンサ140の容量、ST17-3におい
て調整される電圧の大きさは、各巻線に流れる交流電流の周期の2/3以下のゆっくりとし
た回転周期にてロータ102が回転するように調整された値であり、様々な値の組み合わせ
が存在する。ゆっくりとロータを回転させながら振動計測を行うことで、振動波形に現れ
るノイズの影響を低減することができ、計測精度を向上させることができる。
　なお、ここでそれぞれの巻線によりエアギャップに誘起される磁束を調整する手段とし
て、電圧調整器、コンデンサ、抵抗器を用いたが、巻線の電流を調整する電流調整器を用
いてもよい。
【００３２】
　次に、回転通電時とロック通電時に巻線に流れる電流の実効値の差からロータの回転数
を計算する方法を説明する。単相誘導電動機のロータの回転数はトルクと負荷のバランス
によって決まる。単相誘導電動機に交流電圧を印加した場合、回転通電時であれば例えば
印加する電圧の変動、負荷の変動、電動機の温度ばらつきやステータやロータの組立ばら
つきなどの様々な要因により巻線に流れる電流の実効値はばらつく。一方、ロック通電時
であればロータは回転しないため、巻線に流れる電流の実効値のばらつきに負荷の影響は
含まれない。そこで、回転通電とロック通電を続けて行い、それぞれの場合に巻線に流れ
る電流の実効値を計算し、その差をとることで、電動機に印加する電圧の変動や電動機の
温度ばらつきやステータやロータの組立ばらつきなどの要因を除き、負荷について調べる
ことができる。
【００３３】
　図１０に、異なる３機種について、ロータの回転数と回転通電時とロック通電時の巻線
に流れる電流の実効値の差（以下では電流差と記す）の関係を示している。横軸がロータ
の回転数で、縦軸が電流差である。一般に機種によって関係式は異なるが、ロータがゆっ
くり回転する場合においては回転数と電流差の関係が機種によらずほぼ同じであるため、
ロータがゆっくりと回転するように制御する場合には機種によらず共通のパラメータを用
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いることができる。このように、この発明は主巻線のみに通電した場合の電流と主巻線及
び補助巻線に通電した場合の電流との差が、ある回転数の範囲では機種や個体差によらず
回転数と一定の関係を持つ事実を見出したことに基づいており、その結果、多数の機種に
容易に展開することができると共に、開発期間の短縮にも大いに寄与するものである。
【００３４】
　次に計測した電流波形と振動波形と計算したロータの回転数からエアギャップの偏心量
と偏心方向を推定する方法を説明する。事前にエアギャップの偏心量と偏心方向の分って
いる電動機のサンプルを複数用意して確認実験を行い、各種パラメータを設定する。すな
わちロータリ圧縮機を溶接によって密閉する前の段階でエアギャップの偏心状態をゲージ
等によって測定し、また所定の交流電圧を印加した場合の振動の大きさを計測し、振動の
大きさとエアギャップ偏心量の相関関係からパラメータを設定する。
【００３５】
　エアギャップの偏心量と計測した振動の大きさは線形の相関関係にあるため、振動の大
きさに上記設定したパラメータをかけることでエアギャップの偏心量を計算できる。振動
の大きさを振動波形のRMS振幅により求める。また振動波形の正方向の振動と負方向の振
動のうち振動の絶対値の大きい方向の振動の絶対値の平均値により求めても良い。更には
正方向の振動の強さの絶対値の平均値と負方向の振動の強さの絶対値の平均値との間の平
均値により求めても良い。
【００３６】
　また振動の大きさはロータの回転数と相関関係にあり、かつロータの回転数と電流差は
相関関係にあるため、電流差と振動の大きさは相関関係がある。図１１に同じ機種のエア
ギャップの偏心量が同程度の２つの異なる電動機(No．１とNo．２)について、正回転通電
を行った場合の電流差と振動の大きさを示す。横軸が電流差で、縦軸が振動の大きさであ
る。電流差と振動の大きさの間にほぼ線形の関係が見られ、電流差の絶対値が大きくなる
につれて、振動の大きさが大きくなるといえる。
【００３７】
　なお、図１１の左上付近にNo．１の点が複数あるが、これは回転通電状態であっても起
動トルクが不十分でロータが回転しなかった場合の点で、このような場合は振動の大きさ
のばらつきが大きい。これらのことから、あらかじめ目標電流差を決めておき、計測時の
電流差と目標電流差の差から振動の大きさの補正を行うことで、計測精度を高めることが
できる。
【００３８】
　一方、エアギャップの偏心方向を推定する方法は、振動波形から推定する方法と振動波
形と電流波形の位相差から求める方法がある。振動波形から推定する方法としては、例え
ば主巻線110と垂直方向にエアギャップ101の不平衡がある場合、主巻線110に電流が流れ
磁束が誘起されると磁束と直交する方向に不平衡磁気吸引力が働き、ロータ102はエアギ
ャップの狭い方へ移動する。例えば単相２極誘導電動機に交流電圧が印加された場合、電
流の絶対値の増加に伴い磁束が大きくなり、不平衡磁気吸引力も増加する。
【００３９】
　このように不平衡磁気吸引力は、エアギャップの狭い方向に常に０以上の力が働くため
、振動波形の＋側の振動の大きさと－側の振動の大きさを比較することで、エアギャップ
の偏心方向を推定することができる。また振動波形と電流波形の位相差から求める方法と
しては、電流の絶対値が最大となると（すなわち電流波形が極値となると）、不平衡磁気
吸引力も最大となるため、振動波形も電流波形の極値から位相の遅れをもってエアギャッ
プの偏心方向に応じて極大値もしくは極小値をとる。そのため電流波形が極値をとる時刻
と振動波形が極大値または極小値をとる時刻をそれぞれ計算し、その差をそれぞれ求める
ことでエアギャップの偏心方向を推定することができる。
【００４０】
　主巻線110に電流を通電した際に誘起される磁束に垂直方向と、補助巻線111に電流を通
電した際に誘起される磁束に垂直方向の２方向について、エアギャップ偏心量とエアギャ
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ップ偏心方向の計算結果からエアギャップ偏心状態を２次元座標系として表すことができ
、エアギャップの良否を判定することができる。
　上記のように構成することにより、様々な機種の単相誘導電動機についても共通のパラ
メータを用いてエアギャップの偏心状態を検査することができるため、開発期間を短縮す
ることができる。さらにはロータ102とステータ103の位置関係が直接目視することができ
ない製品の完成状態において、単相誘導電動機ごとの加工や組立のばらつきや外乱がある
場合でも、エアギャップ偏心状態を精度よく検査することができるようになる。
【００４１】
実施の形態２．
　本実施の形態においては、計測時に通電する電圧の周波数を調整することによりエアギ
ャップ偏心方向とエアギャップ偏心量を精度よく検査する検査装置について説明する。単
相誘導電動機を含むロータリ圧縮機100は実施の形態1で説明したものと同様であり、説明
を省略する。
　検査装置の外観は図３と同様であるが、図１２、図１３に示す駆動回路に違いがあり、
周波数調整器153が付け加えられている。
【００４２】
　図１４に本実施の形態での検査フローチャートを示す。ここでは実施の形態１との違い
についてのみ説明する。実施の形態１においてST5の駆動回路の切替はST5-1において、主
巻線スイッチ144の接続先を接点B143側とし、ST5-2において補助巻線スイッチ145の接続
先を接点C146側とし、補助巻線111に直列に補助巻線抵抗器148と補助巻線コンデンサ149
を接続し、その後、ST5-3において電圧調整器134により電圧を特定の電圧に調整するよう
にした。しかし、本実施の形態においては、ST5-1において主巻線スイッチ144の接続先を
接点B143側とし、ST5-2において補助巻線スイッチ145の接続先を接点C146側とし、補助巻
線111に直列に補助巻線抵抗器148と補助巻線コンデンサ149を接続する点は実施の形態１
と同様であるが、その後、ST5-3において周波数調整器153により電源周波数を特定の周波
数に調整し、ST5-4において電圧調整器134により電圧を特定の電圧に調整するようにして
いる点が相違する。
【００４３】
　また、実施の形態１においてはST11の駆動回路の切替はST17-1において、主巻線スイッ
チ141の接続先を接点A142側とし、ST17-2において補助巻線スイッチ145の接続先を接点D1
47側とし、主巻線111に直列に主巻線抵抗器141と主巻線コンデンサ140を接続し、その後
、ST17-3において電圧調整器134により電圧を特定の電圧に調整する。しかし、本実施の
形態においては、ST17-1において主巻線スイッチ141の接続先を接点A142側とし、ST17-2
において補助巻線スイッチ145の接続先を接点D147側とし、主巻線111に直列に主巻線抵抗
器141と主巻線コンデンサ140を接続する点は実施の形態１と同様であるが、その後、ST17
-3において周波数調整器153により電源周波数を特定の周波数に調整し、ST17-4において
電圧調整器134により電圧を特定の電圧に調整するようにしている点が相違する。
【００４４】
　ここで、図１４のフローチャートのST5-2において接続される補助巻線抵抗器148の大き
さ及び補助巻線コンデンサ149の容量、ST5-3において調整される電源周波数、ST5-4にお
いて調整される電圧の大きさ、ST17-1において接続される主巻線抵抗器141の大きさ及び
主巻線コンデンサ140の容量、ST17-3において調整される電源周波数、ST17-4において調
整される電圧の大きさは、磁束の周期の2/3以下のゆっくりとした回転周期にてロータ102
が回転するように調整された値であり、様々な値の組み合わせが存在する。　ゆっくりと
ロータを回転させながら振動計測を行うことで、振動波形に現れるノイズの影響を低減す
ることができ、計測精度を向上させることができる。なお、それぞれの巻線により誘起さ
れる磁束を調整する手段として、電圧調整器、コンデンサ、抵抗器を用いたが、巻線の電
流を調整する電流調整器を用いてもよい。
【００４５】
　本実施の形態による効果としては、電源周波数の整数倍が単相誘導機の固有振動数に等
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しい場合、共振し計測される振動が大きくなり、振動の方向の判定が困難になる場合があ
るが、単相誘導機の固有振動数とロータの振動周波数を異なる周波数とすることにより、
ロータの振動方向の測定が精度よく行うことができるようになり、エアギャップ偏心状態
の良否を正確に判定することができる。
【００４６】
　なお、実施の形態１または２において、インピーダンス固定型のコンデンサ・抵抗器を
駆動回路に組み込むようにしたが、可変型のコンデンサ・抵抗器を使用してもよく、その
場合多機種の単相誘導機に対応する駆動回路を比較的安価に構成できる。
　また、交流印加時に発生する主巻線110により誘起される磁束と補助巻線111により誘起
される磁束の大きさの比を調整する手段にコンデンサと抵抗器を用いたが、リアクタンス
を接続して各巻線のインピーダンスを調整してもよい。
　図３では計測体に押し付け振動を測定するタイプのピックアップを図示したが、マグネ
ットあるいは接着剤等にて装着するタイプを用いてもよく、その場合、シェルをクランプ
するクランプ機構を及びシリンダを設置する必要がないため、検出装置を安価に構成する
ことができる。
【００４７】
　さらに、振動を検出する手段として加速度ピックアップを例示したが、例えば変位や位
置情報から振動を検出するタイプの振動検出手段であってもよい。
　また図３では電流を計測するための電流計として、クランプ式の電流計を図示したが、
あらかじめ駆動回路中に電流計を組み込んで使用してもよい。
　実施の形態１または２において、電流差とロータの回転数との関係に基づいてロータの
回転数を計算する方法を説明したが、電動機の機種ごとにロータの回転数と主巻線と補助
巻線に流れる電流、あるいは印加電圧の位相差の関係を調べ、位相差とロータの回転数の
関係に基づいてロータの回転数を計算する方法を用いたとしても、エアギャップ偏心状態
を精度よく検査することができることには変わりない。
　また図９と図１４のフローチャートにおいて、正回転通電を行ったあと、主ロック通電
を行い、その後逆回転通電を行った後、補助ロック通電を行っているが、順番に変更があ
ってもよい。例えば逆回転通電を行った後、正回転通電を行い、その後主ロック通電を行
った後、補助ロック通電を行って電流、及び振動を計測したとしても本発明による効果を
得ることができる。また、さらには計測を行う前に、電動機に計測時よりも高電圧を印加
する予備通電を行い、電動機のウォームアップを行ってもよい。
【００４８】
実施の形態３．
　本実施の形態においては、エアギャップ偏心状態を検査した後、調整するエアギャップ
偏心調整方法について説明する。図１５はエアギャップ偏心状態を２次元的に表すための
ｕｖ座標系を示す断面図、図１６はエアギャップ偏心状態を調整するための方法を示す断
面図である。
【００４９】
　検査の対象となる単相誘導電動機を含むロータリ圧縮機100は実施の形態１で説明した
ものと同様であるとともに、ロータリ圧縮機100のエアギャップ偏心状態を検査する方法
も実施の形態１の場合と同じである。以下では、検査した結果を元にエアギャップ偏心状
態を調整する方法について詳細に説明する。
【００５０】
　ロータリ圧縮機100は、製品の完成状態において密閉された容器の内部に単相誘導電動
機が組みつけられているため、エアギャップ偏心状態を目視やギャップゲージによる測定
などの直接的な手段で検査することができない。上記実施の形態１においては、そのよう
な状態の単相誘導電動機のエアギャップ状態を検査することができ、検査した結果は図１
５に示すｕｖ座標系においてベクトルとして表すことができる。
【００５１】
　図１５において、加速度ピックアップ122ａをｕ軸、加速度ピックアップ122ｂをｖ軸と



(12) JP 2010-4644 A 2010.1.7

10

20

30

40

50

する。上記実施の形態１においては、図９のST16において計算した補助巻線方向のエアギ
ャップ偏心方向と偏心量の結果をｕ軸上の座標で表し、また図９のST28において計算した
主巻線方向のエアギャップ偏心方向と偏心量の結果をｖ軸上の座標で表すことにより、単
相誘導電動機のエアギャップが狭くなる方向を２次元的に表すことができる。
【００５２】
　検査の対象となる単相誘導電動機はシェル104の内部に固定されているため、シェル104
を変形させることにより単相誘導電動機のエアギャップ状態を調整することができる。シ
ェル104を変形させる方法として、例えばシェル104を加熱して歪ませる方法があり、図１
６に示すように、バーナー160によりシェル104を変形させることができる。
　ロータリ圧縮機100をサーボモータ（図示しない）によって回転させられる回転機構を
有する回転テーブル162上に設置し、ステータ103と溶接点109の間にバーナー160の火炎16
1が当たるようにバーナー160の高さを固定する。バーナー160に着火した後に回転テーブ
ル162を回転させ、シェル104の周上に加熱する。
【００５３】
　一般にシェル104を外部より加熱した場合、冷却された後に加熱した方向へ凹となるよ
うにシェル104は変形する。ステータ103はシェル104に焼嵌め固定されているため、シェ
ル104の変形に従ってステータ103の中心軸が傾き、エアギャップ偏心状態が変化する。前
記エアギャップ偏心状態の検査結果に従い、エアギャップの狭い方向から加熱し、エアギ
ャップ偏心量に応じて加熱量を調整することで、エアギャップ偏心状態を調整することが
できる。その結果、電動機の騒音を低減し、高効率な電動機を安定して実現することがで
きる。
【００５４】
　図１６においてはバーナー160によって加熱する方法を示したが、シェル104の加熱手段
はバーナーに限らず、例えば高周波加熱、レーザー及びＴＩＧ溶接等を使用しても良い。
高周波加熱、レーザー及びＴＩＧ溶接では、シェル104に対する加熱量をバーナーより制
御しやすいため、精度よくエアギャップ偏心状態を調整することができる。また本実施の
形態においてはシェル104を変形させる手段として、加熱による方法を説明したが、例え
ばハンマーなどで叩いてシェル104を変形させてもよい。
【００５５】
実施の形態４．
　本実施の形態では、本発明による単相誘導電動機のエアギャップ偏心状態の検査方法及
び調整方法を用いて製造された単相誘導電動機について説明する。一般に、単相誘導電動
機の出力を向上するためには電動機の大型化を図ることが考えられるが、以下のような問
題がある。
　例えば、径方向に大型化を図る場合、ステータの製造時に使用されるプレス金型や電動
機を保持するシェルのサイズを変更する必要がある。そのため様々な出力の電動機のライ
ンナップを持つ場合、製造設備や周辺部材の変更が大掛かりになりコストが高くつく。
　また、高さ方向に大型化を図る場合、電動機の組立時にロータがステータの軸心からわ
ずかに傾いて組立てられるだけで大きくエアギャップが偏心することとなり、そのため高
精度の組立技術が必要となる。
【００５６】
　本実施の形態によれば、機種毎に巻線スペックが変更されていたとしても、主巻線と補
助巻線に流れる電流あるいは印加電圧の位相差からロータの回転数を計算する従来の方法
と違い、共通のパラメータを用いてロータの回転数を計算することが可能であるため、巻
線スペックの異なる機種に対しても立ち上げに時間をかけることなく適用することができ
、開発期間を短縮することができる。
　また、容器に密閉された状態において、実施の形態１で説明したエアギャップ偏心検査
装置によってエアギャップ偏心状態を検査し、実施の形態３で説明した方法でエアギャッ
プ偏心状態を調整することにより、電動機の高さが高い機種であっても高精度に組立てる
ことが可能であり、低騒音で高効率な電動機を実現することができる。実施の形態３にお
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いてはエアギャップ偏心状態を調整する方法を示したが、もちろんこの方法を用いた製造
設備を製作し、エアギャップ偏心の調整に用いてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００５７】
【図１】単相誘導電動機を内在するロータリ圧縮機の断面概略図、
【図２】図１矢視Aから見た横方向断面図、
【図３】本発明のエアギャップ検査装置の概略図、
【図４】図３矢視Bから見た横方向断面図、
【図５】本発明の実施の形態１に関わる正回転通電状態の駆動回路の模式図、
【図６】本発明の実施の形態１に関わる逆回転通電状態の駆動回路の模式図、
【図７】本発明の実施の形態１に関わる主ロック通電状態の駆動回路の模式図、
【図８】本発明の実施の形態１に関わる補助ロック通電状態の駆動回路の模式図、
【図９】本発明の実施の形態１に関わるエアギャップ検査方法を示したフローチャート図
、
【図１０】ロータの回転数と電流差の関係図、
【図１１】電流差と振動の大きさの関係図、
【図１２】本発明の実施の形態２に関わる正回転通電状態の駆動回路の模式図、
【図１３】本発明の実施の形態２に関わる逆回転通電状態の駆動回路の模式図、
【図１４】本発明の実施の形態２に関わるエアギャップ検査方法を示したフローチャート
図、
【図１５】本発明の実施の形態３に関わるuv座標系を用いたエアギャップ偏心状態を表す
断面図、
【図１６】本発明の実施の形態３に関わるエアギャップ偏心状態の調整方法を示す模式図
である。
【符号の説明】
【００５８】
100　ロータリ圧縮機、101　エアギャップ、102　ロータ、103　ステータ、104　シェル
、
105　主軸、106　フレーム、107　シリンダヘッド、108　シリンダ、109　溶接点、
110　主巻線、111　補助巻線、112　端子、113　吐出管、114　マフラ、
120　接続端子、121a　電流計、121b　電流計、122　加速度ピックアップ、
122a　加速度ピックアップ、122b　加速度ピックアップ、
123　加速度ピックアップシリンダ、124　ピックアップ除振材、125　クランプ爪、
126　クランプ除振材、127　クランプシリンダ、128　ワーク除振材、
129　計測ユニットベース板、130　防振材、131　アンプ、132　コンピュータ、
133　コンピュータの表示器、134　電圧調整器、135　抵抗器、136　コンデンサ、
137　架台、
140　主巻線コンデンサ、141　主巻線抵抗器、142　接点A、143　接点B、
144　主巻線スイッチ、145　補助巻線スイッチ、146　接点C、147　接点D、
148　補助巻線抵抗器、149　補助巻線コンデンサ、150　交流電源、
151　主巻線通電スイッチ、152　補助巻線通電スイッチ、153　電源周波数調整器。
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